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2はじめに

◼ 第1回本検討会（2023年8月3日）では、費用便益分析の今後の進め方として、Three-Part Offerや供給力
と調整力の同時最適を市場の仕組みとして採用している米国の評価事例も参考にしながら、費用便益項目として
何が適切なのか、何が評価可能なのかを議論した上で、抽出された費用便益項目について、定量・定性の両面から、
具体的な分析を進めていくこととされた。

◼ また、第1回本検討会の中では、定量的な費用便益分析だけではなく、事業者の行動をどう変容させてしまうのかと
いったような大きな視点も持っておく必要、あるいはどの視点・どの時間軸で考えるのか、前提条件を決めておく必要が
あるといった意見も頂いたところ。

◼ 今回、上記を踏まえて、米国の市場制度変遷や費用便益評価事例を紹介した上で、前提条件（視点・時間軸）
の整理、ならびに日本で評価可能と考えられる費用便益項目について抽出を行ったため、項目の妥当性や今後の
分析の進め方について、ご議論いただきたい。



3（参考） 費用便益分析の今後の進め方①

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf


4（参考） 費用便益分析の今後の進め方②

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf


5（参考） 第1回 同時市場の在り方等に関する検討会 議事録（抜粋）

◼ 秋元委員

（前略）費用便益分析をするということで、費用便益分析の範囲ということで考えると、恐らく今回、例えばシステム改修と
か、そういったものの費用と、今回こういう変更したことによって、運用上、どういうふうにコストが下げられるのかという費用便益分
析を考えていらっしゃるかと思っていますけれども、それ自体は大変重要な情報で、そこをしっかり情報として得ることは重要でござ
いますが、全体のやはり意思決定をする上では、容量市場とか、ほかにどういう影響があるのか、もしくは全体として発電事業者
の行動をどう変容させてしまうのかといったような視点も、大きな視点としては持っておく必要があると思っていますので、そういった
意味で、費用便益分析の範囲ということは、実際、定量的にできる部分でやる部分はもちろんしっかりやるべきだと思いますけど、
それを超えた部分でのバウンダリで見たときにどうなるのかということも、常に意識を持っておく必要があるかなというふうに思ってい
ますので、この委員会でやることと、別の委員会も含めてやることがあるとは思っていますが、そこも念頭に置いて進めていただけ
ればというふうに思った次第でございます。

◼ 五十川委員

費用便益分析に関して、必ずしも今回スペシフィックな話ではなく、費用便益分析、一般の話ではあるんですけれども、こちら
に関しては前提をまず共有するということが極めて重要かと思います。

具体的に申し上げますと、一つは、どの視点で費用や便益を考えるのかという点です。社会全体の余剰で考えるのか、例えば、
需要家の視点から考えるのか、あるいは24ページにはCO2排出量削減効果の記載があるんですけれども、そういった外部性も
含めて考えるのか、そういった設定で費用として考えるべき項目、便益として考えるべき項目も当然変わってくるわけですね。ごく
基本的なことで恐縮ではあるんですけれども、分析に入る前に、こういった点を厳密に決めておく必要があります。

もう一つは、時間軸をどのように設定するかという点です。これも費用や便益を何年先まで想定するかによって、費用の数字、
便益の数字がもちろん変わってきます。また、将来の項目をどのように割り引くかという点も必要となりますので、併せて考える必
要があるかと思います。
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8米国電力市場における費用便益評価事例に関する留意点

◼ 米国電力市場における費用便益評価事例は、今回の本検討会において議論しているkWhとΔkWの同時最適等
以外の便益・費用が含まれている。そのため、今後、同時市場の費用便益分析を進めるに当たっては、これらの米国
事例を参考するにしても、どの事例のどの要素が参考になるのか、取捨選択する必要がある。

◼ 上記の観点を踏まえ、次ページ以降の事例については、どの時点を起点とした評価なのか（どことどこを比較評価して
いるのか）をイメージしやすくするために米PJM市場制度の変遷を、また、各事例においては、どのような市場制度の
変更に対する（何が改善されたことによる）便益・費用なのかを出来る限り明示した。



9PJM市場制度の変遷
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◼ PJMの市場制度は、下表のとおり、一度にすべての制度の見直しが行われたのでなく、段階的な市場開発がなされて
きており、kWhとΔkWの同時最適（Co-opt）についても、リアルタイム市場・前日市場の整備を経て、約10年前
に導入されたばかりの市場制度となっている。

◼ 後段のPJMの便益評価は、LMPによる立地誘導インセンティブ等が含まれていることから、LMP導入前（1998年）
頃を起点とした（それ以降の変更点を便益と捉えた）評価になっていると考えられるか。

出所）「The Evolution of the PJM Market in the United States: Looking Bach to Look Forward」（2018年9月）をもとに作成・一部加工
https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf

評価の起点

https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf
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出所）「The Evolution of the PJM Market in the United States: Looking Bach to Look Forward」（2018年9月）をもとに作成・一部加工
https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf
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容量市場
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起動停止計画

容量ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ
（RPMﾍﾞｰｽ）を
伴う容量市場

FTRオークションの再構成 FTRオプション

前日市場（LMP）
前日予備力市場

◼ また、仮にもう一度、PJMが市場開発に取り組むとしたら、現在入手可能な技術をもってしても、フェーズを分けた上で、
段階的に市場開発することを選択するとしている（ただし、LMPと同時最適はフェーズ1から取り組むとしている）。

(参考) 段階的な市場開発（PJMの示唆）

https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf


11米国費用便益評価事例（全体１／２）

◼ 事務局での調査結果の範囲では、同時最適（Co-opt）に特化して、各ISOの費用便益分析結果がまとめられた
レポートは見つからなかったものの、他の事例として、ノーダルプライシング（同時最適及びLMP導入）の評価結果は
見つかったため、参考として提示。

◼ こちらにおいては、市場開発により費用を回収できる便益があることが示唆されている。

各ISO/RTO系統規模（GW）
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米国における市場開発に要する実装コストと需要家の推定年間便益

中部
関西 東京

日本9社

便益
（系統規模に比例）

移行コスト
（約2億～5億ドル）

出所）Neuhoff Karsten and Boyd Rodney , ”International Experiences of Nodal Pricing Implementation”（2011年7月）をもとに作成・一部加工
https://www.climatepolicyinitiative.org/wp-content/uploads/2011/12/Nodal-Pricing-Implementation-QA-Paper.pdf

https://www.climatepolicyinitiative.org/wp-content/uploads/2011/12/Nodal-Pricing-Implementation-QA-Paper.pdf


12米国費用便益評価事例（全体２／２）

◼ また、各ISO毎の評価方法は下表のように整理され、大きく「モデル評価」と「実績評価」の2つに大別できる。

◼ 実績評価は移行後にしか実施できないと考えられるため、必ずしも全ての米国電力市場が、事前の費用便益評価
をもとに、市場制度を変更した訳ではないと推察される。

出所）Neuhoff Karsten and Boyd Rodney , ”International Experiences of Nodal Pricing Implementation”（2011年7月）より抜粋
https://www.climatepolicyinitiative.org/wp-content/uploads/2011/12/Nodal-Pricing-Implementation-QA-Paper.pdf

モデル評価 実績評価

【ERCOT】
混雑管理の改善
アンシラリーサービスコスト低減
ゲーミング低減
競争促進

【PJM】
信頼度・混雑管理の改善
発電投資費用の抑制
系統サービス費用の抑制
（アンシラリー・調整コスト低減）
エネルギーコスト抑制

【NYISO】
O&Mへの便益
市場運用の改善
発電機運用の改善

青字：同時市場等の導入に関連しうる項目だが、
米国とは状況が違うため精査が必要

https://www.climatepolicyinitiative.org/wp-content/uploads/2011/12/Nodal-Pricing-Implementation-QA-Paper.pdf
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◼ 米PJMにおいては、PJMによる諸運用（具体的には、広域での設備計画策定や不等時性を考慮した予備力削減、
容量市場、経済ディスパッチエリアの拡大等が含まれる。）における便益や価値を評価。

◼ 全体で年間32～40億ドルの効果があるとしており、この中には同時最適や全国メリットオーダーの効果も含まれると
考えられる。

出所）PJM , ”PJM Value Proposition”（2019年）より抜粋
https://www.pjm.com/about-pjm/~/media/about-pjm/pjm-value-proposition.ashx

項目と効果額 内容（詳細は次スライド）

Reliability 
3億ドル/年

・広域での設備計画策定による送電
投資費用の抑制

Generation 
Investment
12-18億ドル/年

・不等時性を考慮した予備力の削減
・容量市場による投資コストが安価な
リソースでの必要供給力の調達

Integration More 
Efficient Resources
11-13億ドル/年

・容量市場による高効率リソースへの代替に
よる燃料費の削減効果

Energy Production 
Costs
6億ドル/年

・経済ディスパッチエリアの拡大による効果

Emissions
1億t/年

・CO2排出量削減効果

米PJMにおける便益評価

青字：同時市場等の導入に関連しうる項目だが、
米国とは状況が違うため精査が必要

https://www.pjm.com/about-pjm/~/media/about-pjm/pjm-value-proposition.ashx
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【信頼性（Reliability）～広域での設備計画策定による送電投資費用の抑制～】

○設備計画策定時には、個々の州や送電所有者（TO）単位でなく、広域大で考慮することで計画プロセスが効率的
（送電投資費用の抑制や増強による混雑解消）になることを指している。

⇒（事務局解釈）これは現行の広域機関の機能（マスタープラン）と重複する便益項目であり、同時市場等の導入
便益と異なる性質のものと推察される。

【発電投資（Generation Investment）～不等時性を考慮した予備力の削減など～】

○それぞれの地域（事業者）では、電気の使用パターンに多様性がある（全てが同じ時間帯にピークを迎える訳では
ない）ことから、不等時性を考慮した予備力の削減ならびに容量市場必要量の低減が可能になることを指している。

⇒（事務局解釈）これはkWhとΔkWの取り合い（二重予備力問題）解消に伴う便益項目であり、同時市場等
（kWhとΔkWの同時最適）の導入便益に関連するものと推察される。

【効率リソースへの統合（Integration More Efficient Resources）～容量市場による高効率リソース代替～】

○PJMの効率的な発電相互接続プロセスと、競争の激しい容量市場を組み合わせることで、効率の悪い発電リソースを
廃止、より効率的でコストの低いプラントに置き換えることが可能になることを指している。

⇒（事務局解釈）これは系統接続が特定負担（Deep）、かつノンファーム接続中もLMPによる立地誘導インセン
ティブが働くといった性質のものと推察される。

【エネルギー生産コスト（Energy Production Costs）～経済ディスパッチエリアの拡大による効果～】

○経済ディスパッチの拡大によって、効率がはるかに向上した（エネルギーコストが削減された）ことを指している。

⇒（事務局解釈）これは全国メリットオーダーの更なる推進（広域大の混雑処理・価格規律の整合）に伴う便益
項目であり、広義の意味での同時市場等（全国SCUC・SCED）の導入便益に関連するものと推察される。

米PJMにおける便益評価（詳細）
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出所）PJM , ”PJM Value Proposition”（2019年）より抜粋
https://www.pjm.com/about-pjm/~/media/about-pjm/pjm-value-proposition.ashx

広域での設備計画
策定による送電
投資費用の抑制

不等時性を考慮し
た予備力の削減

容量市場による投資コストが
安価なリソースでの必要
供給力の調達

容量市場による高効率
リソースへの代替による
燃料費の削減効果

経済ディスパッチエリアの
拡大による効果

(参考) PJMにおける便益評価（原本）

https://www.pjm.com/about-pjm/~/media/about-pjm/pjm-value-proposition.ashx
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◼ 別の調査レポートにおいては、ERCOTの便益評価は「給電指令の改善による発電費用削減」と「電源接続箇所の
改善による発電費用削減」の2つが挙げられている。

◼ 「給電指令の改善による発電費用削減」は、全国メリットオーダーの更なる推進に伴って、発電運用が効率化される
ことによる発電費用の減少効果と考えられる。

◼ また、「電源接続箇所の改善による発電費用削減」は、新設電源の立地誘導効果（ノーダル制におけるLMP導入
効果）であり、立地誘導の有無による発電費用の差から算定されているものと考えられる。

①給電指令の改善に
よる発電費用削減

②電源接続箇所の改善
による発電費用削減
（ERCOTは①の70%
で算定）

出所）PUCT, ”Update on the ERCOT Nodal Market Cost-Benefit Analysis”（2008年12月18日）より抜粋
https://interchange.puc.texas.gov/search/documents/?controlNumber=28500&itemNumber=28

ERCOTにおける便益評価

https://interchange.puc.texas.gov/search/documents/?controlNumber=28500&itemNumber=28
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◼ ERCOTのノーダル制変更時の費用便益評価ツールとしては、GE-MAPSと呼ばれる、送電線情報（送電線の系統
制約）も考慮した、メリットオーダーシミュレーションツールが用いられている。

出所）電力中央研究所報告SE21004「混雑管理に関するノーダル型市場モデルの特徴と課題」（2022年4月）より抜粋
https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=SE21004

(参考) ERCOTにおける便益評価（具体的手法）

https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=SE21004
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◼ NYISOが依頼したコンサルティング会社において、前身のNY Power Pool からNYISOに移行した最初の数年間に
おける卸電力市場改革（具体的には、UCエリアの統合、kWhとΔkWの同時最適、競争的な卸・発電市場を創出
することによるインセンティブ増加に関連した運用改善、発電機の立地誘導等が含まれる。）に焦点を置いた便益の
評価を行っており、主な効果としては下表が挙げられている。

項目 内容（詳細は次スライド）

「UCエリア統合効果」
-Estimated effects of
consolidation of unit commitment

・UCエリアの統合によるコスト削減の効果
（NY Power Pool 6細分化エリア→NYISO エリア全体）

「設備利用率の向上」
-Availability Improvements

・発電所の所有者（株主）の変更による発電所稼働率向上
の効果（分析レポートでは、シングルプライスオークションといった
市場制度変更による稼働率向上のインセンティブ寄与が示唆
されている。）

「O&Mコスト削減効果」
-O&M cost reductions

・市場改革による民間発電所の人件費、O&M（運転維持）
コストの削減効果

出所）Analysis Group, “A Cost-Benefit Analysis of the New York Independent System Operator: The Initial Years.” （2007年3月）をもとに作成
https://hepg.hks.harvard.edu/publications/cost-benefit-analysis-new-york-independent-system-operator-initial-years

NYISOにおける便益評価

https://hepg.hks.harvard.edu/publications/cost-benefit-analysis-new-york-independent-system-operator-initial-years


19(参考) NYISOにおける便益評価（具体的手法）

出所） “A Cost-Benefit Analysis of the New York Independent System Operator: The Initial Years.” （2007年3月）より抜粋
https://hepg.hks.harvard.edu/publications/cost-benefit-analysis-new-york-independent-system-operator-initial-years

◼ NY Power Poolでは、6つの細分化エリア毎にUCが行われていたが、NYISOではエリア全体でUCを行っている。

◼ この効果を評価するため、エリア細分化ケース（部分最適）と統合ケース（全体最適）でのシミュレーション結果
から、発電コスト削減量を求めることで、便益を算定している。

※ NYPPとNYISOいずれにおいても、 3細分化エリアごとに調整力（reserve）確保を
行っているが、このことをモデルで模擬することができないため、1エリア（エリア全体）のみ
と6細分化エリアケースだけでなく、3細分化エリアの算定結果も示されている

https://hepg.hks.harvard.edu/publications/cost-benefit-analysis-new-york-independent-system-operator-initial-years
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◼ 日本における費用便益評価の事例として、広域連系系統のマスタープランにおける考え方が参考になるところ。

◼ 主だって参考になる（同時市場における共通的な）項目としては、「燃料コスト・CO2対策コスト低減を主たる便益
としている」「価格弾力性の扱い」「具体的な諸元」等が挙げられるか。

日本における参考事例（マスタープラン１／３）

出所）第20回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2020年10月9日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf
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◼ 価格弾力性への対応としては、需要モデルをどのようにするか等の課題、海外事例（ENTSO-Eガイドライン）でも
価格弾力性がないものとして検討されている等の理由から、マスタープランの一次案検討では需要の価格弾力性が
ないモデルで検討を始め、将来に向けて引き続き検討を進めていくこととなっている。

日本における参考事例（マスタープラン２／３）

出所）第20回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2020年10月9日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf
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◼ 社会的便益は、消費者余剰と生産者余剰の合計（変化）となるが、需要の価格弾力性がない状況においては、
総燃料コストの変化と等しくなる。

（参考） 需要の価格弾力性による社会的便益の変化

出所）第20回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2020年10月9日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf
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◼ 具体的な諸元についても、便益項目（燃料コスト・CO2対策コスト低減）には国の審議会（発電コスト等検証
WG）の値を基本としたうえで、現時点におけるWEO等を踏まえた感度分析を行っている。

◼ また、費用項目（連系線増強費用）についても、割引率・年経費率を設定の上、主要な工事の法定耐用年数を
評価期間として判断する考え方としている。

日本における参考事例（マスタープラン３／３）

出所）第20回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2020年10月9日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/020_03_00.pdf


25同時市場における費用便益分析の基本的な考え方について

◼ まずもって、費用便益分析の便益については、同時市場を導入する場合・しない場合の両方における社会的余剰
（消費者余剰＋生産者余剰）の変化から算定するのが一般的な方法と考えられる。

◼ 一方、社会的余剰の算出には需要曲線模擬が必要であるが、電力の価格弾力性の設定・需要モデルの構築には
課題があるところ。電源起動・出力配分ロジックの技術検証（検証A）においては、買い入札の模擬※を行う予定で
あり、この結果も踏まえ、便益を算出することも考えられるが、先ずは、先述したマスタープランの例も踏まえつつ、価格
弾力性がないモデルで検討を始め、総電源エネルギーコストやCO2対策コスト低減等を便益として算出する方向で
定量的な分析を進めてはどうか。

◼ また、費用項目については、例えば、システム構築のコストなどが考えられるが、具体的にどのような費用項目があるか、
どの程度まで定量評価が可能かといった点について議論が必要と考えられる。

◼ 加えて、定量的に評価できない便益や費用、メリットデメリットについても一定程度整理を行うことで、定量的な便益・
費用を過大と捉えるべきか過少と捉えるべきかの参考や、同時市場を導入する際の留意点の示唆などに繋げることも
考えられるのではないか。このように大局的な観点から同時市場を捉えるためにも、どのような定性的評価があり得る
か議論することは有用なのではないか。

※ あくまで買い入札であり、消費者そのものの電力小売価格に対する弾力性とは異なることに留意が必要。



26同時市場における費用便益分析の評価対象期間について

◼ 費用便益分析の時間軸に関しては、以下の考え方に基づき、「2030年頃から10年」で評価することとしてはどうか。

➢ 同時市場と密接に関係があると考えられる次期中給の運開は2020年代後半以降どこかのタイミングになること

➢ 同時市場の費用項目としては、システム構築等が考えられ、一般的に、大規模システムの耐用年数（寿命）は
10年～15年程度であり、10年を超える時間軸においては、新規投資が想定されること（算定期間は、設備の
投資回収を判断するための期間で設定するという考え方）

➢ 海外（ERCOTの費用便益分析）において、分析対象期間を10年とした事例が存在すること

◼ 上記、時間軸において、割引率・年経費率等も加味しながら、定量的な費用便益分析（定量的に評価可能な
項目においてB／C＞1となるかどうか）を進めていってはどうか。

検討諸元 考え方

時間軸
（評価対象期間）

2030年頃から10年

割引率
4%（公共事業の

費用対便益と同等）

年経費率
10.7%

（変電設備に準じる）

判断基準
B／C＞1と
なるかどうか

基準年度
（2030年頃）

便益

システム構築等に伴う費用

運転維持費用ほか

10年評価対象期間

新規投資が想定
（ｼｽﾃﾑﾘﾌﾟﾚｰｽ）



27（参考） 大規模システムの耐用年数（寿命）

出所）第5回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年5月23日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu/pdf/005_05_00.pdf

◼ 次期中給システムについても、運用開始後は10年以上使用することが見込まれている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu/pdf/005_05_00.pdf


28（参考） 海外（ERCOT）における費用便益分析事例

◼ 海外（ERCOTの費用便益分析）において、分析対象期間を10年とした事例が存在。

出所）電力中央研究所報告SE21004「混雑管理に関するノーダル型市場モデルの特徴と課題」（2022年4月）より抜粋
https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=SE21004

https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=SE21004
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当日市場

金融的送電権
（FTRs）

前日市場

容量市場

日本の市場制度の変遷（米国との比較）

時間前市場(現)
（2016年度）

スポット市場(旧)
（2005年度）

◼ 日本でも、これまでの電力システム改革において、kW・kWh・ΔkW毎に電気の価値を切り分けた上で、それぞれの
全国市場を段階的に設計し、広域的に調達・運用することで効率化（コスト低減・透明性向上）を目指してきた
点は、過去の米PJMとも類似する点だと考えられる。

◼ そのため、現在の日本と米PJMにおける大きな差異（現在を起点とした今後の変更点）は、kWhとΔkWの同時
最適（Co-opt）の導入（あるいはLMP導入）が成されているかどうかといった点だと考えられるか。

間接送電権市場
（2019年度）

時間前市場(旧)
（2009年度）

調整力ΔkW市場
（2021年度）

調整力kWh市場
（2021年度）

容量市場
（2020年度）

長期脱炭素電源AX
（2023年度）

2020年度2018年度2004年度

スポット市場(現)
（2016年度）

2022年度 2024年度 2030年度以降か2016年度
（小売全面自由化）

ひっ迫時インバランス料金

現在
（同時市場導入前）

同時市場
（Co-opt）

同時市場
（Co-opt）



31(再掲) PJM市場制度の変遷

リアルタイム市場

金融的送電権
（FTRs）

前日市場

容量市場

均一価格

LMP 当日予備力市場①

当日予備力
市場②

同時最適
（Co-opt）

レギュレーション市場

前日市場
（LMP）

前日予備力
市場

割当済FTRs

FTRオークション

FTRオプション

容量
ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

容量のための
信頼度価格ﾓﾃﾞﾙ

設備／実質
容量市場

◼ PJMの市場制度は、下表のとおり、一度にすべての制度の見直しが行われたのでなく、段階的な市場開発がなされて
きており、kWhとΔkWの同時最適（Co-opt）についても、リアルタイム市場・前日市場の整備を経て、約10年前
に導入されたばかりの市場制度となっている。

◼ 後段のPJMの便益評価は、LMPによる立地誘導インセンティブ等が含まれていることから、LMP導入前（1998年）
頃を起点とした（それ以降の変更点を便益と捉えた）評価になっていると考えられるか。

評価の起点

出所）「The Evolution of the PJM Market in the United States: Looking Bach to Look Forward」（2018年9月）をもとに作成・一部加工
https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf

https://csis-website-prod.s3.amazonaws.com/s3fs-public/event/180926_Glazer.pdf
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◼ 電気の実物を取引する市場として、まず卸電力市場が開設され、電力量（kWh価値）が取引された。

◼ その後、2020年度（2024年度向け）に容量市場が開設され、供給力（kW価値）の取引が開始され、更に、
2021年度には需給調整市場が開設され、調整力（ΔkW価値+kWh価値）の取引が開始されている。

(参考) 日本の電力取引に係る各種市場

出所）第11回制度検討作業部会（2017年9月19日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/011_04_00.pdf


33定量的に評価可能と考えられる「便益」項目について

◼ 前述の米国等における費用便益項目や、日本の市場制度の変遷（何が変更されるのか）等を踏まえて、日本で
定量的に評価可能と考えられる便益項目を、設備形成断面（計画フェーズ）・市場約定断面（調達フェーズ）・
GC後の実需給（運用フェーズ）に分けて整理すると、下表のようになり、同時市場の便益としては①②が該当する
と考えられるか。その他、どのような便益が定量的に評価可能と考えられるか。

計画フェーズ（数年~10年） 調達フェーズ（週間~当日） 運用フェーズ（実需給）

系
統
制
約

同
時
最
適

①kWhとΔkWの同時最適化
（取り合いの解消）に伴う

調整力コストの低減

立地誘導インセンティブによる
発電・需要設備形成の効率化

②広域大の混雑処理
（全国メリットオーダーの推進）

による費用低減



34(再掲) PJMにおける便益評価（詳細）

【信頼性（Reliability）～広域での設備計画策定による送電投資費用の抑制～】

○設備計画策定時には、個々の州や送電所有者（TO）単位でなく、広域大で考慮することで計画プロセスが効率的
（送電投資費用の抑制や増強による混雑解消）になることを指している。

⇒（事務局解釈）これは現行の広域機関の機能（マスタープラン）と重複する便益項目であり、同時市場等の導入
便益と異なる性質のものと推察される。

【発電投資（Generation Investment）～不等時性を考慮した予備力の削減など～】

○それぞれの地域（事業者）では、電気の使用パターンに多様性がある（全てが同じ時間帯にピークを迎える訳では
ない）ことから、不等時性を考慮した予備力の削減ならびに容量市場必要量の低減が可能になることを指している。

⇒（事務局解釈）これはkWhとΔkWの取り合い（二重予備力問題）解消に伴う便益項目であり、同時市場等
（kWhとΔkWの同時最適）の導入便益に関連するものと推察される。

【効率リソースへの統合（Integration More Efficient Resources）～容量市場による高効率リソース代替～】

○PJMの効率的な発電相互接続プロセスと、競争の激しい容量市場を組み合わせることで、効率の悪い発電リソースを
廃止、より効率的でコストの低いプラントに置き換えることが可能になることを指している。

⇒（事務局解釈）これは系統接続が特定負担（Deep）、かつノンファーム接続中もLMPによる立地誘導インセン
ティブが働くといった性質のものと推察される。

【エネルギー生産コスト（Energy Production Costs）～経済ディスパッチエリアの拡大による効果～】

○経済ディスパッチの拡大によって、効率がはるかに向上した（エネルギーコストが削減された）ことを指している。

⇒（事務局解釈）これは全国メリットオーダーの更なる推進（広域大の混雑処理・価格規律の整合）に伴う便益
項目であり、広義の意味での同時市場等（全国SCUC・SCED）の導入便益に関連するものと推察される。
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◼ 米PJMでは、kWhバランス策定に必要な「予備力」と需給調整に必要な「調整力」を一体的に扱っている（例えば、
電源脱落分についてGC前後の区別がない）ことで効率的となっている可能性があるか。

◼ 今後、調整力必要量等について、詳細分析を行い、低減量を定量的に把握できれば、調整力コストの低減による
便益を算出することが可能か。

① kWhとΔkWの同時最適化（取り合いの解消）に伴う調整力コストの低減

供
給
力

需
要
予
測

時間内変動
（GF・LFC）

前日 GC当日

供
給
力

需
要
予
測

供
給
力

需
要
予
測

SCUCにより、
追加の電源を確保

実需給

供
給
発
電
量

実
需
要

：調整力

：予備力

※ SCUCが間に合う
限りにおいては、追加
の電源確保が可能
であるため、前日から
の需要予測誤差等
対応分を全量確保
することまでは不要か。

時間内変動分の
必要量は前日から

実需給に向け不変か

需要予測誤差
または電源脱落
（EDC）＿＿



36② 広域大の混雑処理（全国メリットオーダーの推進）による費用低減

【G1】
250/400
¥9/kWh

需要
100

【G2】
0/200

¥12/kWh

【G3】
300/300
¥8/kWh

需要
450

連系線
150/200

地内
300/200

【G1】
250/400
¥9/kWh

需要
100

【G2】
100/200
¥12/kWh

【G3】
200/300
¥8/kWh

需要
450

連系線
150/200

地内
200/200

地内混雑をエリア内の電源等で持替えを実施
（G3:100減→G2:100増）

混雑未考慮混雑考慮

混雑考慮

【G1】
300/400
¥9/kWh

需要
100

【G2】
50/200

¥12/kWh

【G3】
200/300
¥8/kWh

需要
450

連系線
200/200

地内
200/200

【SCUC・SCEDロジックによる混雑処理】

広域大での全体最適
地域間連系線および各エリアの地内系統の混雑を同時に考慮し

混雑時は全国大の電源等で持ち替え

混雑考慮

地内混雑を全国大の電源等で持替えを実施
（G3:100減→G1:50増、G2:50増）

◼ 現在の混雑管理方法は、再給電方式（エリア内電源持ち替え）によるエリア単位の個別最適になっている一方で、
SCUC・SCEDロジックにおいては、全国大の電源等で持ち替え、広域大での全体最適とすることが可能。

【現行の再給電方式】
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◼ 連系線の混雑については、全ての市場（スポット市場・需給調整市場・時間前市場等）において考慮されており、
各事業者（BG）は主に相対・スポット市場結果を元に、地内混雑については考慮せずにkWhバランスを策定する。

◼ その後、実需給までに、地内混雑対応（再給電方式）が行われるが、エリア内の電源で持ち替えが行われる等、
あくまでもエリア単位の個別最適になっている（全国大での全体最適にはなっていない）。

【時系列①】スポット市場にて連系線混雑処理

・主に連系線を利用する発電（売札）・小売（買札）
の紐付けを全国市場で行い、連系線混雑時は市場
を分断させることで連系線混雑処理を行う

・連系線約定結果を踏まえ、各事業者（BG）は
地内混雑を考慮せず、経済負荷配分に則った
kWhバランスを策定して提出（前日12時）

【時系列②】再給電方式にて地内混雑処理

・ΔkW約定結果（kWhリバランス）を元に、エリア内
潮流計算を実施し、地内混雑があれば、エリア内の
電源を持ち替える再給電により解消を図る

（前日17時以降に中給システム上の事前処理を行う）

【G1】
250/400
¥9/kWh

需要
100

【G2】
0/200

¥12/kWh

【G3】
300/300
¥8/kWh

需要
450

連系線
150/200

地内
300/200

【G1】
250/400
¥9/kWh

需要
100

【G2】
100/200
¥12/kWh

【G3】
200/300
¥8/kWh

需要
450

連系線
150/200

地内
200/200

地内混雑をエリア内の電源等で持替えを実施
（G3:100減→G2:100増）

混雑未考慮混雑考慮

混雑考慮

(参考) 現行の再給電方式の概要



38定量的に評価可能と考えられる「費用」項目について

◼ 同時市場の制度全体として必要になるのは「入札」「約定（電源起動・出力配分、価格算定）」「精算」の仕組み
であり、これら仕組みの実現のためには、同時市場における電源起動・出力配分システムや入札・精算も含めた価格
算定システムの構築費用、その他次期中給システムや広域機関システムとの連携費用が必要になると考えられる。
（これら費用については、過去の同規模システム構築費用なども参考に、一定程度見積もることが可能※か。）

◼ また、それ以外にもBG・TSO側システム対応なども必要になると考えられるが、これについては、どのように評価するか。
「あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会」（以下「作業部会」と
いう。）においては、計画提出の簡易化なども提案したところであり、こういった仕組みの設計によっては、費用が一定
程度減少する効果をもたらす可能性もあるか。

※ 物価上昇・半導体不足による材料費高騰、
IT人材不足による人件費高騰等、システム構築
費用は増加傾向にあることには留意が必要。

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年8月3日）資料5より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_05_00.pdf
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◼ 作業部会においては、計画提出に関連して、以下が提案されたところ。

出所）「あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会」取りまとめ（2023年4月25日）より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/20230425_1.pdf

同時市場を導入した場合の計画提出のイメージは、図 56 のとおりである。第3.7.3 項のとおり、
電源情報の一元的な把握・管理を行う形を志向するのであれば、BG による計画提出の効率化・
迅速化を図る観点から、市場における約定結果を BG 計画に簡易に引用できる仕組みを導入す
ることも考えられる。この点、今後、市場で把握・管理を行う情報の具体的な内容や、具体的な計
画提出のフロー、それを達成するためのシステム負荷等、総合的に検討することが必要である。

(再掲) 同時市場を導入した場合における計画提出（イメージ）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/20230425_1.pdf


40定量的に評価できない便益や費用等について

◼ 定量的に評価できない便益や費用、メリットデメリットについても一定程度整理を行うことで、定量的な便益・費用を
過大と捉えるべきか過少と捉えるべきかの参考や、同時市場を導入する際の留意点の示唆などに繋げることも考えら
れるのではないか。このように大局的な観点から同時市場を捉えるためにも、どのような定性的評価があり得るか議論
することは有用なのではないか。

◼ 例えば「卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方に関する勉強会」（以下「勉強会」という。）において、
次ページ以降のような課題について同時市場において解決が見込まれるとされていたところ。なかには前述のとおり、
定量的に評価できるものもあるが、定性的な評価に留まるものもあると考えられる。

◼ その他、どのような便益や費用、もしくは更に漠然とした概念としては、どのようなメリットデメリットが同時市場において
見込まれると考えられるか。
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◼ 勉強会において、安定供給の観点からは、時間が異なる複数の市場があることから、kWhとΔkWの取り合いに伴う
応札不足、ならびに安定供給上の懸念が発生しており、同時市場等（kWhとΔkWの同時最適）の導入によって
課題解決する可能性が示されている。

同時市場導入における便益の振り返り（１／３）

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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◼ また、メリットオーダーの観点からは、時間が異なる複数の市場があることから、無駄な調整力必要量や過剰な電源
起動になっていたり、価格規律の関連の薄さから全国メリットオーダーが成立していない可能性も示唆されている。

同時市場導入における便益の振り返り（２／３）

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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◼ その他の観点からは、再エネが市場統合されていく中における再エネ予測誤差対応（時間前市場の流動性向上）
や、市場プロセスの複雑性の低減（簡素化）などが、便益（課題解決メリット）として挙げられている。

同時市場導入における便益の振り返り（３／３）

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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実需給前日

分散化した
最適化

（スポット市場）

集中的な
最適化

（調整力kWh市場）

GC

供給・需要
入札

調整力入札
調整量

（インバランス）

系統制約
再エネ誤差修正

（市場外）

状況変化
（気象変化・ﾄﾗﾌﾞﾙ等）

実需給
（需給一致）

市場参加者

系統運用者

エネルギー市場（分散型）

周波数一致

供給提供

調整力kWh市場（集中型）

分散化した
最適化

（時間前市場）

供給・需要
修正入札

統計的に可能性
ある調整力確保
（調整力ΔkW市場）

◼ 現状の日本は時間が異なる複数の市場があること、ならびに系統制約や再エネ誤差が市場外取引（外部性）に
より解消されることから、事業者の裁定機会によるコスト高（非効率）や調達不足が発生しやすい環境。

◼ これら外部性を調整する市場は小規模な集中型市場（調整力kWh市場）であり、GC以降集中型でインバランス
を解消していくことになっているが、GC以前の非効率を全て吸収するため、調整力必要量が過剰になりやすい状況。

外部性の問題

(参考) 現状の日本の市場構造



45(参考) 勉強会当時の同時市場の仕組みのイメージ

◼ 勉強会当時から、複数市場に分かれていることに伴う問題を解決すべく、3-Part Offer方式により、kWhとΔkWを

同時に約定させる仕組み（同時市場）について議論されていた。

出所）第6回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年6月20日）資料3より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu/pdf/006_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu/pdf/006_03_00.pdf
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47今後の検討の進め方

◼ 前述の「定量的に評価可能と考えられる便益項目（①、②）」については、いずれも検証A（電源起動・出力配分
ロジックの検証）や検証B（価格算定の方法による市場価格等への影響の検証）あるいは細分化作業会のタスク
アウト（調整力の定義見直し検討）によって、概観が明らかになってくると考えられる。

◼ 更に「評価可能と考えられる費用項目（システム構築費用等）」についても、同時市場の制度概観（変更点等）
が一定程度明らかになって初めて、試算が可能になると考えられる。

◼ そのため、これらの検証で得られた結果を踏まえ、定量評価が可能か（あるいは定性評価に留まるのか）を検討し、
シミュレーション等を用いた費用便益分析を進めていくこととしたい。

◼ 併せて、定性的な便益や費用等についても、今後の本検討会での議論も踏まえ、丁寧に拾い上げていくこととしたい。

◼ また、今回お示しした便益・費用項目のほかに評価可能な内容、あるいは費用便益分析の進め方等において考慮
すべき内容がないかご意見を頂きたい。
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